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令和5年度 食品関係事業者の企業行動規範等策定状況アンケート調査

問１－１ 御社には「企業行動規範」はありますか？ （スライド ３）

問１－２
（問１－１で「１ ある」と回答した方）
企業行動規範の見直し・改善を行っていますか？  

（スライド ４）

問１－３
（問１－１で「３ 策定予定なし」と回答した方）
策定予定なしの理由は何ですか？（複数回答可）

（スライド ５）

問２ 御社には「品質管理マニュアル」や「衛生管理マニュアル」はありますか？ （スライド ６）

問３ 御社には「事故対応マニュアル」はありますか？ （スライド ７）

問４ 御社には「内部通報制度」はありますか？ （スライド ８）

問５－１
御社では、ESG（「CSR」、「サステナビリティ」等の環境・社会・ガバナンス、持続
可能性等の課題を含む）に関する取組を行っていますか？

（スライド ９）

問５－２
（問５－１で「１ 行っている」と回答した方）
御社では、ESG関連の非財務情報を開示していますか？

（スライド 10）

問５－３
（問５－１で「１ 行っている」または「２ 現在行っていない（取組予定あり）」と回答した方）

取組を開始した又は開始しようとしている動機を３つまで選択してください。
（スライド 11・12）

問５－４ 御社にはESGを担当する部署・組織等はありますか？ （スライド 13）
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令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況①

○「企業行動規範」の策定割合

回答企業数 1.099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社）

（R4  69.7％） （R4 98.8％）

（R4  71.3％）

70.4%

10.2%

19.3%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

中小企業者

（488企業）

（71企業）

（134企業）

（R4  35.1 ％）

29.1%

13.6%

57.3%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

小規模企業者

96.2%

0.5% 3.2%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

大企業者

66.5%9.3%

24.2%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

全 体

（266企業）
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（731企業）（102企業）

（179企業）

（1企業）（6企業）

（64企業）

（30企業）

（126企業）



令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況②

○「企業行動規範」策定済企業における「見直し・改善」実施割合

回答対象企業数 731社（うち大企業者179社、中小企業者488社、小規模企業者64社）

（R4  45.1％） （R4  53.6％）

（R4  44.0％）

（R4  28.6％）

大企業者

39.9%

45.1%

14.5%

0.4%

実施している 定期的ではないが実施している 実施していない 未回答

全体

54.2%36.3%

8.9%

0.6%

実施している 定期的ではないが実施している 実施していない 未回答

35.7%

48.0%

16.0%

0.4%

実施している 定期的ではないが実施している 実施していない 未回答

中小企業者

32.8%

48.4%

18.8%

実施している 定期的ではないが実施している 実施していない 未回答

小規模企業者
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（292企業）

（330企業）

（106企業）

（3企業）

（97企業）
（65企業）

（16企業）

（1企業）

（174企業）

（234企業）

（78企業）

（２企業）

（21企業）

（31企業）

（12企業）



○ 企業行動規範の策定予定なしの理由（複数回答）
回答対象企業数 266社（うち大企業者６社、中小企業者134社、小規模企業者126社）

1.5%

3.8%

19.9%

25.6%

37.6%

51.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

明文化の必要性を感じていない

人材がいない

策定方法が分からない

小規模経営のため

全体

16.7%

16.7%

50.0%

33.3%

33.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

明文化の必要性を感じていない

人材がいない

策定方法が分からない

小規模経営のため

大企業者

1.5%

5.2%

24.6%

35.1%

45.5%

29.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

明文化の必要性を感じていない

人材がいない

策定方法が分からない

小規模経営のため

中小企業者

0.8%

1.6%

16.7%

15.1%

29.4%

76.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

明文化の必要性を感じていない

人材がいない

策定方法が分からない

小規模経営のため

小規模企業者

令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況③
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（136企業）

（100企業）

（68企業）

（53企業）

（10企業）

（4企業）

（2企業）

（2企業）

（3企業）

（1企業）

（1企業）

（40企業）

（61企業）

（47企業）

（33企業）

（7企業）

（2企業）

（96企業）

（37企業）

（19企業）

（21企業）

（2企業）

（1企業）



○「品質管理マニュアル」や「衛生管理マニュアル」の策定状況について

回答企業数 1,099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社）

（R4  91.1％） （R4  99.6％）

（R4 77.4％）
（R4  92.7％）

大企業者

88.4%

5.2%
6.4%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

全 体

（972企業）

（57企業）
（70企業）

96.8%

1.6% 1.6%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

（180企業）

（3企業）

91.2%

3.9% 4.9%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

中小企業者

72.7%

12.3%

15.0%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

小規模企業者

令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況④
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（3企業）

（34企業）
（27企業）

（632企業）

（160企業）

（27企業）

（33企業）



78.6%

7.6%

13.7%

全体

策定済 策定予定あり 策定予定なし

○「事故対応マニュアル」の策定状況について

（R4  76.9％）
（R4 97.1％）

（R4  81.1％） （R4  42.3％）

94.1%

1.6% 4.3%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

大企業者

83.3%

7.1%

9.7%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

中小企業者

回答企業数 1,099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社）

50.9%

14.5%

34.5%

策定済 策定予定あり 策定予定なし

小規模企業者

令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況⑤
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（577企業）

（49企業）

（67企業）

（32企業）

（76企業） （112企業）

（175企業）

（3企業） （8企業）

（84企業）

（151企業）

（864企業）



20.0%

17.7%
62.3%

整備済 整備予定 整備予定なし

小規模企業者

○「内部通報制度」の策定状況について

（R4  58.8％） （R4 92.5％）

（R4  59.5％）

（R4  22.6％）

回答企業数 1,099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社）

57.0%

12.6%

30.5%

整備済 整備予定 整備予定なし

全 体

95.2%

2.2% 2.7%

整備済 整備予定 整備予定なし

大企業者

58.4%

13.7%

27.8%

整備済 整備予定 整備予定なし

中小企業者

令和５年度食品企業の行動規範等の策定状況⑥
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（335企業）
（626企業）

（177企業）

（4企業）（5企業）

（405企業）

（95企業）

（193企業）

（39企業）
（137企業）

（44企業）

（138企業）



（参考）ESGに関するアンケート調査①

○「ESG」に関する取組状況

（R4  46.5％） （R4  85.8％）

47.3%

16.0%

36.7%

行っている 取組予定あり 取組予定なし、わからない

全 体

85.5%

6.5%
8.1%

行っている 取組予定あり 取組予定なし、わからない

大企業者

46.2%

16.9%

36.9%

行っている 取組予定あり 取組予定なし、わからない

中小企業者
18.6%

21.4%

60.0%

行っている 取組予定あり 取組予定なし、わからない

小規模企業者
（R4  15.1％）

（R4  44.2％）

回答企業数 1.099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社） 9

（176企業）

（403企業） （520企業）

（12企業）
（15企業）

（159企業）

（132企業）

（47企業）

（41企業）

（320企業）

（117企業）

（256企業）



○「ESG」関連の非財務情報の開示

回答対象企業数 520社（うち大企業者159社、中小企業者320社、小規模企業者41社）

（参考）ESGに関するアンケート調査②

大企業者全 体

（R4 67.0％）

（R4  44.6％）

（R4 27.8％）

（R4 33.2％）

43.1%

13.1%

42.3%

1.5%

開示している 開示予定あり 開示予定なし 未回答

71.7%

6.9%

20.8%

0.6%

開示している 開示予定あり 開示予定なし 未回答

31.3%

16.6%

50.3%

1.9%

開示している 開示予定あり 開示予定なし 未回答

中小企業者

24.4%

9.8%

63.4%

2.4%

開示している 開示予定あり 開示予定なし 未回答

小規模企業者
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（68企業）

（224企業）

（8企業）

（11企業）

（33企業）

（1企業）

（4企業）

（10企業）

（26企業）

（161企業）

（100企業）

（6企業）

（220企業）

（114企業）

（53企業）

（1企業）



○ 取組を開始した又は開始しようとしている動機（複数回答）

回答対象企業数 696社（うち大企業者171社、中小企業者437社、小規模企業者88社）

（参考）ESGに関するアンケート調査③ー1

8.8%

2.4%

11.6%

37.8%

16.1%

27.0%

5.2%

84.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

国による規制等に対応するため

消費者のニーズへの対応、

消費者へのＰＲを行なうため

取引先企業の拡大のため

既存の取引先企業の要請に応じるため

資金調達を円滑にするため

企業の社会的責任を果たすため

全体

8.2%

2.3%

21.1%

43.3%

17.0%

27.5%

5.3%

90.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

国による規制等に対応するため

消費者のニーズへの対応、

消費者へのＰＲを行なうため

取引先企業の拡大のため

既存の取引先企業の要請に応じるため

資金調達を円滑にするため

企業の社会的責任を果たすため

大企業者
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（188企業）

（14企業）

（155企業）

（17企業）

（81企業）

（263企業）

（112企業）

（4企業）

（36企業）

（589企業）

（36企業）

（74企業）

（29企業）

（47企業）

（9企業）

（61企業）



○ 取組を開始した又は開始しようとしている動機（複数回答）

（参考）ESGに関するアンケート調査③ー2

8.7%

2.1%

8.5%

36.8%

15.8%

28.1%

5.5%

84.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

国による規制等に対応するため

消費者のニーズへの対応、

消費者へのＰＲを行なうため

取引先企業の拡大のため

既存の取引先企業の要請に応じるため

資金調達を円滑にするため

企業の社会的責任を果たすため

中小企業者

10.2%

4.5%

9.1%

31.8%

15.9%

20.5%

3.4%

73.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

未回答

その他

国による規制等に対応するため

消費者のニーズへの対応、

消費者へのＰＲを行なうため

取引先企業の拡大のため

既存の取引先企業の要請に応じるため

資金調達を円滑にするため

企業の社会的責任を果たすため

小規模事業者
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回答対象企業数 696社（うち大企業者171社、中小企業者437社、小規模企業者88社）

（9企業）

（4企業）

（8企業）

（28企業）

（14企業）

（18企業）

（3企業）

（65企業）

（38企業）

（9企業）

（37企業）

（161企業）

（69企業）

（123企業）

（24企業）

（369企業）



○「ESG」を担当する部署・組織の整備

回答企業数 1,099社（うち大企業者186社、中小企業者693社、小規模企業者220社）

（参考）ESGに関するアンケート調査④

25.8%

17.2%

57.1%

整備済 整備予定あり 整備予定なし

全 体

70.4%
9.1%

20.4%

整備済 整備予定あり 整備予定なし

大企業者

21.5%

19.2%59.3%

整備済 整備予定あり 整備予定なし

中小企業者

1.4%

17.7%

80.9%

整備済 整備予定あり 整備予定なし

小規模企業者

（R4 27.9％）

（R4 70.4％）

（R4 22.4％） （R4 3.8％）
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（189企業）

（627企業）

（283企業）

（411企業） （133企業）

（149企業）

（131企業）
（17企業）

（38企業）

（178企業）

（39企業）

（3企業）



＜小規模企業者の範囲＞

食品製造業においては、従業員数が２０人以下である企業者、食品卸売業、食品小
売業及び外食・中食業においては、従業員数が５人以下である企業者

＜中小企業者の範囲＞

食品製造業においては、資本金３億円以下又は従業員数が３００人以下である企業
者、食品卸売業においては資本金1億円以下又は従業員数１００人以下、食品小売業にお
いては資本金５千万円以下又は従業員数５０人以下、外食・中食業においては、資本金
５千万円以下又は従業員数１００人以下である企業者

※ 中小企業庁HP「中小企業・小規模企業者の定義」より
https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html

（参考）小規模企業者及び中小企業者の範囲について
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＜関連の情報＞

１．農林水産省・厚生労働省のHACCP関連のウェブサイト
（１）農林水産省（HACCP支援法、補助事業で実施するHACCP導入研修など）

⇒ 「農林水産省 HACCP 」で検索
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/koudou/koudou_top.html

（２）厚生労働省（制度化検討、食品関係団体によるHACCP導入のための手引書など）
⇒ 「厚生労働省 HACCP」で検索
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/

shokuhin/haccp/index.html

２．JFSM関連の情報（JFSMのウェブサイト）
⇒ 「JFSM」 又は 「食品安全マネジメント協会」 で検索
URL： https://www.jfsm.or.jp/

＜農林水産省新事業・食品産業部fakebookにて情報発信＞
  URL： https://www.facebook.com/maff.shokusan/

＜原材料調達・品質管理改善室 お問合せ先＞
代表：03-3502-9111（内線4166）
ダイヤルイン：03-3502-5743

関連情報・お問い合わせ先 一覧
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